
議案第44号 

 

三朝町個人情報保護条例の一部改正について 

 

 次のとおり三朝町個人情報保護条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22

年法律第67号）第96条第１項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

  平成29年６月８日 

 

三朝町長 吉 田 秀 光       

 

 

 

 

三朝町個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

三朝町個人情報保護条例（平成12年三朝町条例第30号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条、項、号及び号の細目の表示に下線が引かれた条、項、号及び

号の細目（以下「移動条項等」という。）に対応する同表の改正後の欄中条、項、号及び

号の細目の表示に下線が引かれた条、項、号及び号の細目（以下「移動後条項等」という。）

が存在する場合にあっては、当該移動条項等を当該移動後条項等とし、移動条項等に対応

する移動後条項等が存在しない場合には、当該移動条項等（以下「削除条項等」という。）

を削り、移動後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には、当該移動後条項等（以

下「追加条項等」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条、項、号及び号の細目の表示並びに削除

条項等を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれ

た部分（条、項、号及び号の細目の表示並びに追加条項等を除く。以下「改正後部分」と

いう。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応す

る改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削る。 

 

改正後 改正前 

  

目次 目次 

 第１章～第４章 略  第１章～第４章 略 

 第５章 補則（第32条～第36条）  第５章 補則（第32条～第37条） 

 附則  附則 

  

（定義） （定義） 



第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(１) 略  (１) 略  

(２) 個人情報 個人に関する情報であっ

て、次のいずれかに該当するものをいう。

ただし、法人その他の団体に関する情報

に含まれる当該法人その他の団体の機関

としての情報及び事業を営む個人の当該

事業に関する情報を除く。 

(２) 個人情報 個人に関する情報であっ

て、特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することにより、

特定の個人を識別することができること

となるものを含む。）をいう。ただし、

次に掲げる情報を除く。 

 ア 法人その他の団体に関する情報に含

まれる当該法人その他の団体の機関と

しての情報 

 イ 事業を営む個人の当該事業に関する

情報 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日

その他の記述等（文書、図画若しくは

電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式をいう。

以下同じ。）に記載され、若しくは記

録され、又は音声、動作その他の方法

を用いて表された一切の事項（個人識

別符号（行政機関の保有する個人情報

の保護に関する法律（平成15年法律第

58号。以下「行政機関個人情報保護法」

という。）第２条第３項に規定する政

令で定めるものをいう。以下同じ。）

により特定の個人を識別することがで

きるもの（他の情報と照合することが

でき、それにより特定の個人を識別す

ることができることとなるものを含

む。） 

 

イ 個人識別符号が含まれるもの  

 (３) 事業者 法人その他の団体（国、独

立行政法人等（独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律（平成13年法

律第140号）第２条第１項に規定する独立

行政法人等をいう。以下同じ。）及び地



方公共団体を除く。）及び事業を営む個

人をいう。 

 (３) 要配慮個人情報 行政機関個人情報

保護法第２条第４項に規定する要配慮個

人情報をいう。 

 

(４) 略  (４) 略 

  

（実施機関等の責務） （実施機関等の責務） 

第３条 略 第３条 略 

２ 実施機関及びその職員は、個人情報の保

護の重要性を認識し、この条例の適用にあ

たり、個人の権利利益を不当に害すること

のないよう努めなければならない。 

２ 実施機関及びその職員は、個人情報の保

護の重要性を認識し、この条例の適用にあ

たり、個人及び事業者の権利利益を不当に

害することのないよう努めなければならな

い。 

  

 （事業者の責務） 

 第５条 事業者は、個人情報の保護の重要性

を認識し、個人情報の保護に関する町の施

策に協力するとともに、その事業に関し、

個人情報を適正に取り扱い、個人の権利利

益を不当に害することのないよう努めなけ

ればならない。 

  

第５条 削除  

  

（個人情報の収集の方法及び制限） （個人情報の収集の方法及び制限） 

第７条 略 第７条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 実施機関は、要配慮個人情報を収集して

はならない。ただし、次の各号のいずれか

に該当する場合は、この限りでない。 

３ 実施機関は、思想、信条及び信仰に関す

る個人情報並びに社会的差別の原因となる

おそれのある個人情報を収集してはならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当す

る場合は、この限りでない。 

(１)及び(２) 略  (１)及び(２) 略  

  

（苦情の処理） （苦情の処理） 

第32条 略 第32条 略 



 ２ 町長は、事業者による個人情報の取扱い

に関して苦情の申出があったときは、適正

かつ速やかに、これを処理するよう努めな

ければならない。 

 ３ 町長は、前項の規定による処理のために

必要があると認めるときは、事業者その他

の関係者に対して、必要な報告若しくは資

料の提出を求め、又は個人情報の適正な取

扱いについての助言若しくは指導をするこ

とができる。 

  

 （国、独立行政法人等又は他の地方公共団体

との協力） 

 第33条 町長は、事業者による個人情報の取

扱いに関し、個人の権利利益を保護するた

めに必要があると認めるときは、国、独立

行政法人等若しくは他の地方公共団体に対

して協力を要請し、又は国、独立行政法人

等若しくは他の地方公共団体からの協力の

要請に応ずるものとする。 

  

（運用状況の公表） （運用状況の公表） 

第33条 略 第34条 略 

  

（出資法人の個人情報保護） （出資法人の個人情報保護） 

第34条 略 第35条 略 

  

（適用除外等） （適用除外等） 

第35条 略 第36条 略 

  

（委任） （委任） 

第36条 略 第37条 略 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 


